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第 5 9 回 通 常 組 合 会

平成19年度事業計画案、予算案承認さる
７割給付・療養附加金制度の新設など
医療制度改革への対応策を盛り込む

平成19年３月20日（火）午後１時より、第59回通常組合会が中野サンプラザで開催され、平成
19年度事業計画案、予算案など原案どおり議決承認された。
事業運営の基本方針として、医療制度改革の平成20年度からの本格的実施に向けての準備期間と

位置付けて制度面及び財政面で的確に対応し、組合員、家族が安心して給付を受けられる事業運営
体制を整備し、組合の健全化、安定化に努めるとした。具体的な実施事業の改正では療養附加金の
新設、傷病手当金及び歯科給付制限の見直しを行い、組合員の給付割合を８月１日から７割給付に
することとした。また介護納付金保険料は２年連続の据え置きとした。
予算案では、保険給付費が前年度比で約１億５千万円のマイナス、介護納付金が約７千９百万円

のマイナスとなったが、老人保健拠出金は約５億６千３百万円の大幅増額となった。全体では対前
年度約３億６千万円増の13,343,772,000円の予算となった。

開会の辞　　林副理事長

全国20府県の支部より出席いただきました
組合会議員の先生方、明日が彼岸の中日と言
うことで休日でございます。本当に出がたい
ところご苦労様です。本日は平成19年度の本
組合の事業計画案、それから予算案を中心に
ご審議願う訳ですが、その他平成20年度より
行なわれます制度改革に関連することと、
色々とご意見を頂戴できれば有り難いと思っ
ております。なお、時間に制約がございます
ので、議事進行につきましてはご協力いただ
きますようお願いいたしまして開会の挨拶と
いたします。	 林副理事長
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理事長挨拶〔要旨〕　　金山理事長

日曜日と祝日に挟まれた何かとお忙しい時
期に、各地よりご出席いただきまして有難う
ございました。
18年度の組合運営は今井専務、田邊事務局
長の新体制でスタートし順調に推移しており
ます。ご苦労いただいた安原前専務には嘱託
として残っていただいております。
１月19日には会計検査院による実地検査が
行なわれ、正式の講評は未だ届いていません
が概ね良好との評価でありました。今年１年
間、組合会議員、支部役員の皆様方また支部
職員の皆様方のご協力いただき、無事に経過
していることを報告し感謝申し上げます。
医療制度改革に伴って18年10月から出産育
児一時金及び高額療養費の自己負担額の引き
上げや高齢者の入院時の食費・居住費の見直
しを実施しました。また現役並み所得のある
高齢者の一部負担金が３割となりましたが、
19年度の保険証更新まで、特例措置で２割に
据え置きました。国庫補助が減額される中
で、８割給付を維持してきましたが18年度の
決算見込では約７億円の黒字となる見込であ
ります。
18年度から始まった医療制度改革も20年度
にはいよいよ大きな改革が実施されるため研
修会への参加とともに情報収集に努め適切な
対応ができるように努めてきましたが、19年
度も引き続き努力して行く所存であります。
昨年度に設置いたしました２つの委員会で

は、永冨委員長、大久保委員長のもとで沢山
の懸案事項について検討していただき、非常
に的確で立派な答申をいただきました。規則
等検討委員会では、20年度から制度改正に向
けて事務局体制の確立のための職員に関する
規程や当組合の諸規程を改正していただき、
積年の課題が一掃できたと思っております。
国保基本問題検討臨時委員会では、医療制度
改革の当組合の対応策について検討していた
だき、その答申に基づいて、常務会、理事会
で協議し、理事会決議事項については理事会
で決議しております。その中で組合会の決議
事項については本日提案してあります。
医療制度改革に伴う新たな財源措置のため
に保険料の改定を検討しているところです
が、これについては給付割合の変更、療養給
付費の状況、医療費改定の動向等を慎重に見
極めながら的確な対応を図ります。これにつ
いては本日、協議題として提案してあります
ので組合会議員の忌憚のないご意見をお願い
いたします。
18年度の保険証の更新と同時に組合員の給
付割合を７割とし、その対応策として傷病手
当金の支給要件及び歯科給付制限の緩和を実
施いたします。また、７割給付にする対応策
として組合員の療養附加金制度を創設いたし
ます。
来年は設立30周年にあたりますので、20年
３月22日の組合会終了後に「全国歯設立30周
年記念式典」を挙行し「記念誌」を発刊する
予定であります。そのために記念誌編集委員
会を設置いたしました。
全歯連を退会して２年経過しましたが、再
加入し全国歯設立の全国統一の基本理念に立
ち返り医療制度改革に伴う保険者の再編・統
合に備えることといたします。
全国歯は組合方式による運営の有利性を発
展させ、市町村国保との優位性を確保しなが
ら組合の基盤強化を図り、保険者機能を発揮
して組合員の健康管理を維持していきますの
で引き続き組合運営にご協力をお願いした
い。

金山理事長金山理事長
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■議　事
第１号議案　規約の一部改正（案）
について議決を求める件 今井専務理事

今井専務理事より、一部負担金及び療養附
加金並びに傷病手当金に関する当組合の規約
の一部改正（案）について趣旨説明があり、質
疑応答の後採決に入り、原案どおり全員挙手
により可決承認された。
〔趣旨説明の要旨〕

今井専務理事

（一部負担金）
（1）	 組合員の給付割合
７割給付に統一されてからも、国保組合の
特性を出して行くために、当組合は組合員の
給付割合を８割給付を維持してきたが、平成
19年８月１日の保険証の更新時から次の理由
から７割給付とするものである。
〔７割給付とする理由〕
①　平成14年７月に健康保険法等が改正さ
れ、保険者間での給付の統一化（７割給
付）が図られ、国民健康保険法第42条に、
療養の給付を受ける場合の一部負担金は
10分の３と定められている。
②　各国保組合の給付割合の状況は、７割
給付を実施していない組合も順次見直し
を図っており、平成19年度中に７割給付
に移行する準備を進めている。
③　健保組合には国庫補助がなく、また政
管健保より高い国庫補助を受けていなが
ら、国保組合の患者負担が少ないのは公

平ではないとの批判がある。
④　医療制度改革に伴い保険給付の内容・
範囲の見直しがあり、高齢者の現役並み
所得者も７割給付となる。

議長団  左から中屋敷副議長、外堀議長、堅田副議長

（２）	70歳以上の高齢者（現役並み所得者）の給
付割合

医療制度改革に伴い、70歳以上の高齢者の
現役並み所得者の給付割合が平成18年10月１
日より８割給付から７割給付に改正された
が、当組合は平成19年８月１日の保険証の更
新まで、特例措置で８割給付としてきたが、
保険証の更新に合わせて平成19年８月１日か
ら７割給付とするものである。
（療養附加金）
組合員の給付割合を７割給付とすることに
伴い、組合員の負担軽減を図る目的で療養附
加金の給付を行なうものである。
（傷病手当金）
組合員の給付割合を７割にすることで、全
国歯のメリットが薄くなる。これを補完する
目的で傷病手当金の支給要件を引き続き10日
以上入院から、引き続き５日以上入院に緩和
するものである。
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全国歯科医師国民健康保険組合規約一部改正（案）新旧条文対照表
現　　　　行 改　　　　正（案）

（一部負担金）
第12条　保険医療機関又は保険薬局において療養の給付
を受ける被保険者（老人保健法の規定による医療を受
けることができる者を除く。）が、その給付を受ける際
に支払う一部負担金の割合は次に掲げるものとする。
一　組合員　10分の２
二　世帯員　10分の３
三　３歳に達する日の属する月以前である場合　10分の２
四　70歳に達する日の属する月の翌月以後である場合
（次号に掲げる場合を除く。）　10分の１
五　70歳に達する日の属する月の翌月以後である場合
にあって、当該療養の給付を受ける者の属する世帯
に属する被保険者（70歳に達する日の属する月の翌
月以後である場合に該当する者その他国民健康保
険法施行令（昭和33年政令第362号）第27条の２第
１項に規定する者に限る。）について同条第２項に
規定するところにより算定した所得の額が同条第３
項に規定する額以上であるとき　10分の２

（一部負担金）
第12条　保険医療機関又は保険薬局において療養の給付
を受ける被保険者（老人保健法の規定による医療を受
けることができる者を除く。）が、その給付を受ける際
に支払う一部負担金の割合は次に掲げるものとする。
一　組合員　10分の３
二　世帯員　10分の３
三　３歳に達する日の属する月以前である場合　10分の２
四　70歳に達する日の属する月の翌月以後である場合
（次号に掲げる場合を除く。）　10分の１
五　70歳に達する日の属する月の翌月以後である場合
にあって、当該療養の給付を受ける者の属する世帯
に属する被保険者（70歳に達する日の属する月の翌
月以後である場合に該当する者その他国民健康保
険法施行令（昭和33年政令第362号）第27条の２第
１項に規定する者に限る。）について同条第２項に
規定するところにより算定した所得の額が同条第３
項に規定する額以上であるとき　10分の３

（療養附加金）
第12条の２　組合は、毎月納付すべき保険料を納付期
日までに納付している組合員（老人保健法の規定によ
る医療を受けることができる者及び第12条第四号に該
当する者を除く。）が保険医療機関等において一部負
担金を支払ったときは、療養附加金を支給する。
２．療養附加金の額は、法第36条（歯科療養に係る外
来療養（法第36条第１項第一号から第四号までに掲げ
る療養（同項第五号に掲げる療養に伴うものを除く。）
をいう。）を除く。）に掲げる療養の給付を受ける際に
支払う一部負担金の３分の１相当額とする。
３．療養附加金の支給に係る給付の調整及び給付の制
限については、法第56条及び第59条から第63条の２
までの規定による取り扱いと同様とする。
４．療養附加金は、法第57条の２に基づき高額療養費が
支給される場合には、高額療養費を控除した額とする。
５．療養附加金は、当該組合員が同一の月にそれぞれ
一の病院等について受けた当該療養に係る額ごとに算
定し、算定額が1,000円未満の場合は不支給とする。
６．療養附加金の算定は、１ヶ年（８月療養分〜翌年７
月療養分）とする。
７．前項の規定により算定した額に、100円未満の端数
があるときは、これを切り捨てる。
８．前項に定めるもののほか、療養附加金の支給に関し
て必要な事項は別に定める。

（傷病手当金）
第15条　組合は毎月納付すべき保険料を納付期日までに
納付している組合員が療養の給付等（老人保健法の規
定による医療を含む。）を受けている場合において、
その療養のため、引き続き10日以上継続して入院した
場合は、入院した日から入院期間中傷病手当金として、
１種組合員は１日4,000円、２．３種組合員は1,500円を
支給する。
ただし、同一年度内の疾病について支給期間90日を
限度とする。

（傷病手当金）
第15条　組合は毎月納付すべき保険料を納付期日までに
納付している組合員が療養の給付等（老人保健法の規
定による医療を含む。）を受けている場合において、
その療養のため、引き続き５日以上継続して入院した
場合は、入院した日から入院期間中傷病手当金として、
１種組合員は１日4,000円、２．３種組合員は1,500円を
支給する。
ただし、同一年度内の疾病について支給期間90日を
限度とする。

附　則
１．この規約は、平成19年４月１日から施行する。
ただし、改正後の第12条及び第12条の２の規定は、
平成19年８月１日から施行する。
（第12条及び第15条改正、第12条の２新規）
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〔質疑応答〕
Ｑ　（富山・川口議員）規約を改廃するため
の規定がない、理事会の議を経て等が書い
てないが必要ではないか。

川口議員

Ａ　現行の規約・規則等には改廃に関する規
定がないものもあるが、今回、改正又は新
設する規程等には改廃に関する条項を入れ
た。今後規程等の見直しの際には整備して
行きたい。

Ｑ　（香川・井上議員）療養附加金で1,000円
未満とは、１年間で1,000円未満と思ってい
たが、レセプト１枚についてでは厳しくな
いか。

井上議員

Ａ　振込手数料、事務処理費及び高額療養費
等との関係を考慮し、委員会等で検討した
結果、レセプト１枚につき1,000円未満は対
象としないと言うことになった。

Ｑ　（福井・齊藤議員）給付割合を８割から
７割にする対応策として、療養附加金を実
施するのは理解できるが、それより保険料
を引き下げたほうが良いのではないか。ま
た手続きが煩雑で職員１人の支部では大変
ではないか。

齊藤議員

Ａ　療養附加金の財源は、給付割合を８割か
ら７割にすることにより１割相当分が出ま
す。これを療養附加金の財源とする。また
７割にすることにより、国庫補助の調整率
（ペナルティ）がなくなり、この分が試算
によると約1,400万円あります。これを振込
手数料等に充てる予定です。医療制度改革
に伴い、新たな財源が必要になるため、保
険料の引き下げは無理と判断した。

Ｑ　（岡山・南議員）療養附加金の税務上の
扱いはどうなるか。

南議員

Ａ　国保法に基づくその他の給付にあたりま
すので税務上問題ないと思われます。

第２号議案　平成19年度事業計画（案）
について議決を求める件　今井専務理事

第２号議案及び第３号議案は一括上程さ
れ、最初に今井専務理事から平成19年度事業
計画（案）について趣旨説明があった。
〔趣旨説明の要旨〕
Ⅰ．事業運営の基本方針
医療制度改革は、当組合にとっても制度的
にも財政的にも曾てない影響を受けることに
なる。これは平成18年度から一部実施されて
ているが、平成20年度からの本格的実施に向
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けて、今年度はその準備期間と位置付けて取
り組んで行く。
制度面での取り組みは研修会等に積極的
に参加するとともに情報収集に努め、国の方
針や制度改正に対する対応に的確に方向付
けをして行く。支部への対応としては、特定
健診・保健指導等で、支部の役割が大きくな
ることが予測されることから、従来の支部職
員研修会に加えて支部役員・職員研修会を開
催し、周知を図るとともに理解と協力をお願
いする。

財政面の取り組みとしては、制度改革に係
る財政運営上の試算を的確に行い保険料の改
定など財政措置について検討して行く。
このように、当組合の運営は、医療制度の
変革の時代にあって厳しい環境にあるが、
本年度もこれまで同様、国保組合の特性であ
る組合員相互扶助の精神で、組合員の疾病に
対する保険給付と健康管理を推進する保健事
業を推進して行く。そして組合員、家族が安
心して給付を受けられる事業運営体制を整備
し、組合の健全化、安定化に努めて行く。

Ⅱ．実施事業
　１．医療給付費保険料
　（１）	所得割保険料

種　　別 賦課率・金額（月額）

１種組合員 6.5／ 1000

　上限	 	 32,500円

　下限	 ４月	 1,900円

	 ５〜３月	 1,600円

保険診療未扱い者（医療法人を含む） 	 	 32,500円

矯正を標榜する者（医療法人を含む） 	 	 32,500円

１種組合員の勤務医 	 	 15,000円

保険診療報酬の把握できない者 	 	 32,500円
	

　（２）	均等割保険料
種　　別 金額（月額）

１種組合員 7,000円

１種組合員の家族 5,000円

２種組合員 15,500円

２種組合員の家族 5,000円

３種組合員 8,000円

３種組合員の家族 5,000円

※１　１種組合員が開設する同一医療機
関で、当該組合員に属する世帯の夫婦・
親子会員のうち、２人目以降は所得割を
免除する。

※２　保険診療未扱者及び矯正を標榜す
る者（医療法人を含む）は、「保険料調

定変更申請書」に医業収入を把握できる
書面（前年分確定申告書）を添えて申請
し、1000分の6.5を乗じた額に変更する
ことができる。ただし、申請は当該年度
の６月末までとする。
※３　新規加入者の算定方法（略）
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　２．介護納付金保険料

介護納付金保険料納付該当者 金　　　　　額

組合員及び当該組合員の世帯に属する
被保険者のうち40歳以上65歳未満の者 　　　　2,800円

　３．療養給付費等の支給
　（１）	給付割合

種　　　別 平成19年７月31日まで 平成19年８月１日より

組　合　員 ８割給付 ７割給付

家　　　族 ７割給付 ７割給付

３歳 未 満 ８割給付 ８割給付
前期高齢者
　・現役並み所得者 ８割給付 ７割給付
　・一 般 所 得 者 ９割給付 ９割給付

　・低　所　得　者 ９割給付 ９割給付

　（２）	歯科給付
　１種・２種・３種組合員及びその家族
は歯科給付を受けられる。ただし、歯科
給付には下記の歯科給付制限に該当す
る事項は歯科給付の対象とする。また、
歯科給付制限に該当する事項であって
も、特殊事由があり歯科給付制限の特例
措置に該当する場合は歯科給付の対象と
する。平成19年４月１日からは、指導料
を歯科給付の対象とすることとした。

【歯科給付制限】
1．自家診療
①１種組合員
１種組合員の診療所での、１種組合員
とその家族、近親者（２親等まで）の
診療

②２種、３種組合員
２種、３種組合員の勤務する診療所で
の、２種、３種組合員及びその家族の
診療

2．１種家族の歯科給付
3．１種、２種組合員
①初診、再診時の加算項目
②鋳造歯冠修復物

③補綴関係
終末処置の錬成充填は給付する。

【老人保健該当者】
　　前項の定めに拘らず老人保健該当者は、
自家診療、近親者診療を含めて歯科給付を
受けられる。
【歯科給付制限の特例措置】
　　１種、２種組合員及び１種組合員の家族
の特殊事由がある場合は「歯科診療承認申
請書（様式26号）」を提出して歯科給付を
受けられるが、次表のとおり平成19年４月
１日より申請の簡素化を図ることとした。
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歯科給付制限の特例措置と申請方法
特　　例　　措　　置 申　請　方　法

１． １種組合員の家族が入院中に歯科診療を受けた場合 申請の必要なし

２． 口腔領域の特殊な疾患（悪性腫瘍、顎骨骨折、唇・口蓋
破裂等）の場合 〃

３． １種組合員が疾病等で連続して90日以上入院して休診し
た場合

１種組合員が申請することにより、２
種組合員及び１種組合員の家族の申
請は必要なし

４． １種組合員が疾病等で療養中により休診した場合 〃

５． １種組合員が閉院等により診療ができない場合 〃

６． １種組合員の家族で自宅を離れて修学中（卒後研修等を
含む）、ただし終末処置は錬成充填・インレーまでとする。

歯科給付を受けようとする者がその都
度申請し、在学証明書の添付が必要

７． その他、特別の事情がある場合 歯科給付を受けようとする者がその都
度申請する。

【付記事項】
①修学中の者は、修学地での診療のみ対
象。
②特殊な疾患の場合の対象となる医療
機関は、原則として国公立病院、大学病
院、私立病院等の歯科及び口腔外科並び
に専門歯科医が常勤し入院施設があり
支部長が認めた医療機関。
③特例措置により歯科給付を受けよう
とする者は、保険料が納期までに完納さ
れていること。

　（３）	高額療養費の支給
　同一被保険者が同一月内に同一医療
機関で支払った一部負担金が自己負担
限度額を超える場合、申請により支払っ
た一部負担金から自己負担限度額を控
除した額を支給する。
　70歳未満の被保険者等の入院に係る
高額療養費についても、現在の70歳以上
の取扱いに合わせ現物給付とし、一医療
機関ごとの窓口での支払いを自己負担
限度額にとどめることとする。
　現物給付化をするにあたっては、あら
かじめ保険者に申請して自己負担限度
額に係る認定証を交付されていること
を要件とする。

　（４）	出産育児一時金の支給
１児につき 350,000円

　（５）	葬祭費の支給
種　　別 金　　額

１種組合員 200,000円
２種組合員 100,000円
３種組合員 100,000円
１・２・３種組合員の家族 50,000円

　（６）	療養費の支給
　療養の給付が困難なときは、申請によ
り療養費を支給する。（コルセット等の
装具装着等）

　（７）	海外療養費の支給
　被保険者が海外で療養を受けた場合、申
請により海外療養費を支給する。

　（８）	移送費の支給
　入院、転院、通院の際に歩行が困難な
ためにタクシーなどで移送した場合は、
申請により移送費を支給。

　（９）傷病手当金の支給
　組合員が５日以上継続して入院した場
合、申請により傷病手当金を支給する。
ただし90日を限度とする（同一年度内）。



全国歯科医師国保組合報

�

種　　別 金　　額

１種組合員１日につき 4,000円

２種組合員１日につき 1,500円

３種組合員１日につき 1,500円

　（10）療養附加金の支給
　組合員が療養のために保険医療機関に
一部負担金を支払った時は、申請により
療養附加金を支給する。

　４．被保険者の指導
①加入直後に受診する者に対する指導
②はしご受診者に対する指導
③県外受診者に対する調査・指導
④老人保健受診該当者に対する指導
⑤柔道整復の適正な受診のための調査・
指導

　５．保健事業
（１）	保健事業費の交付

項　　　目 金　　額

①定額交付分（１支部当り） 1,550,000円

②被保険者割交付分（被保険者１人当り） 440円

（２）	特別保健事業費の交付
　平成19年度の単年度事業として特別
保健事業費を各支部に交付する。

（３）	資金貸付事業
①高額療養費資金貸付事業
②出産費資金貸付事業

（４）	医療費通知の実施
（５）	健康家庭表彰の実施
（６）	健康啓発事業の実施

　６．レセプト点検の実施

　７．広報活動の実施
①組合報の発行

②ホームページの活用

　８．30周年記念式典の挙行並びに記念誌編
集委員会の設置
　当組合は、平成20年に設立30周年を迎
えるに当り、記念式典を挙行し、併せて
30周年記念誌を発刊する。そのために「30
周年記念誌編集委員会」を設置した。

30周年記念誌編集委員会委員名簿
氏　　名 支部 役　職

横 山 靖 夫 岐阜 副 理 事 長
今 井 　 博 新潟 専 務 理 事
出 口 康 雄 京都 常 務 理 事
鈴 木 哲 男 岩手 常 務 理 事
一 戸 惇 一 郎 青森 組 合 会 議 員
山 㟢 安 仁 富山 組 合 会 議 員
秦 野 真 治 島根 組 合 会 議 員
井 上 　 悟 香川 組 合 会 議 員

Ⅲ．事務処理の適正化と効率化
Ⅳ．諸会議等の開催及び出席
Ⅴ．各種関係団体との連携

第３号議案　平成19年度歳入歳出予算（案）
について議決を求める件	 鈴木常務理事

平成19年度事業計画（案）に引き続き、
鈴木常務理事から平成19年度歳入歳出予算
（案）について趣旨説明があり、両議案につ
いて一括して質疑応答の後それぞれの議案に
ついて個別に採決に入り、全員挙手により可
決承認された。
〔趣旨説明の要旨〕
（歳入）
平成19年度予算案の歳入のうち、医療給付
費分保険料は、組合員の収入の低迷の影響で
所得割保険料が−0.04％、介護納付金保険料
は２年続けて据置の月額2,800円としたが、該
当者数の増加により1.14％の増となった。国
庫補助金のうち、療養給付費等分は７割給付
となることに伴いペナルティがなくなること
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と医療費が若干伸びることにより、12.46％
の増となった。出産育児一時金分は、昨年10
月から支給額が350,000円に引き上げたが今
年度はこれが満年度となるために17.76％の
増を計上した。また、高額医療費共同事業交
付金分は、給付割合を７割に変更することに
より該当者の増から26.59％を計上した。

鈴木常務理事

（歳出）
一方、歳出では組合会費が30周年記念式典
を併催することから21.09％の増、保険給付
費関係では療養諸費が給付割合の変更等に
より6.42％の減となったが、高額療養費は逆
に144.88％の増、出産育児一時金も20.66％の
増、傷病手当金は給付要件の緩和から19.34％
の増を計上した。その他では老健拠出金が
16.00％と伸びたが介護納付金は逆に7.27％の
減となった。
平成19年度歳入歳出予算は、13,343,772,000
円で対前年度比、額で361,345,000円、率で
2.78％の増額予算となった。

全 国 歯 科 医 師 国 民 健 康 保 険 組 合
平成19年度　歳入歳出予算書総括表

歳入	 （単位：千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比較

１．国民健康保険料 9,063,595 9,058,516 5,079

２．国 庫 支 出 金 3,443,824 3,118,575 325,249

３．共同事業交付金 117,122 92,523 24,599

４．財 産 収 入 13,276 7,047 6,229

５．繰 入 金 1 1 0

６．繰 越 金 700,000 700,000 0

７．諸 収 入 5,954 5,765 189

歳 入 合 計 13,343,772 12,982,427 361,345

歳出	 （単位：千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比較

１．組 合 会 費 17,800 14,700 3,100

２．総 務 費 619,941 571,701 48,240

３．保 険 給 付 費 6,739,889 6,890,728 −150,839

４．老人保健拠出金 4,084,603 3,521,270 563,333

５．介 護 納 付 金 1,012,907 1,092,271 −79,364

６．共同事業拠出金 167,526 132,339 35,187

７．保 健 事 業 費 181,300 181,200 100

８．積 立 金 55,002 51,001 4,001

９．諸 支 出 金 1 1 0

10．予 備 費 464,803 527,216 −62,413

歳 出 合 計 13,343,772 12,982,427 361,345



全国歯科医師国保組合報

11



全国歯科医師国保組合報

12



全国歯科医師国保組合報

13

平成19年度　歳入・歳出予算に占める各款別構成割合

〔質疑応答〕
Ｑ　（石川・竹内議員）給付割合を変えて、
１割返すのは法律違反にならないか。

竹内議員

Ａ　国民健康保険法第58条２項に「保険者は
前項の保険給付のほか、条例又は規約の定
めるところにより、傷病手当金の支給その
他の保険給付を行なうことができる。」と
あります。この規定に基づいて実施いたし
ます。なお、規約の一部改正に当たって栃
木県庁に事前協議を提出した際に栃木県
から厚生労働省に問合せ、法律的に問題な
いことを確認しております。

Ｑ　（山梨・三塚議員）平成19年度の特別保
健事業費の額はいくらか。

Ａ　節目健診事業費を財源とし、これを保健
事業交付基準を準用し算定した額を各支
部に交付します。また各支部の交付額は支
部に通知してあります。

三塚議員

■協議事項
保険料賦課方法の見直しについて
	 今井専務理事
今井専務理事から保険料賦課方法の見直
しについての趣旨説明があり、組合会議員か
らの質問や要望等の建設的な意見が多く寄
せられた。
〔趣旨説明の要旨〕
保険料の見直しは、国保基本問題検討臨時
委員会からの答申に基づいて常務会、理事会
で協議を続けているが、保険料の賦課方法及
び額の改定は大変重要な問題であることか
ら、組合員への周知も含め組合会議員の意見
を聴取して慎重に進めたいので、議案として
の提案に先立って協議として提案した。
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（見直しの理由）
（１）　個人情報保護法の施行に伴い、組合

員の収入の把握の同意書の取得が困難
との理由から所得割を廃止した県がで
ている。当組合の保険料の賦課方法に
ついても将来は定額制を視野に入れて
おく必要がある。しかし、一気に定額
制に移行することは問題点もあること
から、一旦所得割を減じた方法を採る
こととした。

（２）　試案１では、保険料の賦課方法の割
合の国が規定する標準割合である応能
割：応益割＝50：50に所得割を払って
いる１種組合員はほぼ適合している。

（３）　医療制度改革に伴い高齢者医療制度
の支援金、前期高齢者医療の財政調整
金、特定健診・保健指導の費用及びシ
ステム開発費等で平成20年度から約10
億円の新たな財政負担が見込まれる。

〔質疑応答〕
Ｑ　（福井・齊藤議員）市町村国保と比較し
た場合、どこにメリットがあるか。また市
町村国保と比較した場合、標準家庭で試算
して試案１と試案２で比較して欲しい。（要
望）

Ａ　７割給付となった場合の全国歯のメリッ
トを出すために、①療養附加金の実施、②
傷病手当金の見直し、③歯科給付制限の見
直し等を行い、メリットを出す努力をしま
す。

Ｑ　（岡山・南議員）試案１で２種組合員だ
け減額なのはなぜか。

Ａ　均等割保険料は歯科医師として１種組合
員も２種組合員も同じではないかと言う考
え方から１種組合員と同額にしたもので
す。

Ｑ　（香川・井上議員）収入の少ない組合員
にどのように説明したらよいか。また、保
険料が増えて大変になることが目に見えて
わかるので配慮して頂きたい。

Ａ　個人情報保護法の関係で収入の把握のた

めの同意書が取れなく、定額制に移行した
県がでているために、当組合も将来的には
そういうことを視野に入れて検討しなけれ
ばならないこと、国の定める応能割：応益
割＝50：50を考慮して国保基本問題検討臨
時委員会で試算したものである。
　　また、収入の少ない組合員への対応につ
いては、答申にも特別の事情があり保険料
の納付が困難な場合は減免措置を講ずるな
ど適切な配慮を考えることの附記がありま
すので、規定に基づき適切に対処したい。

Ｑ　（栃木・阿部議員）所得の平均値ではな
く、中央値はどこにあるか。

阿部議員

Ａ　中央値の資料は作成していないので、調
べてみる。

Ｑ　（徳島・井川議員）収入に占める診療所
数の分布の資料の作成をお願いしたい。（要
望）

井川議員

Ａ　調べてみる。
Ｑ　（福井・齊藤議員）保険料の賦課につい
ては、多く取ろうという考えがあると思い
ますので少し考えていただきたい。

Ａ　医療制度改革に伴う新たに必要になる財
源の支援金・財政調整金の試算は17年度実
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績で算出してあるが、実際は18年度実績で
算出することになっているので、決算が出
た段階で改めて試算をし、給付割合の変
更、診療報酬の改定等の動向を見極めなが
ら対応したい。

■報告事項
一志副理事長から全歯連関係及び日歯連盟
関係の報告があり、続いて今井専務理事から
厚労省関係、全協関係並びに全国歯関係の報
告があった。
（厚労省関係）
1．平成19年度国庫補助について
2．医療制度改革と全国歯の取組み

（全協関係）
1．全協役員の改選について

（全歯連関係）
1．全歯連役員との懇談会について
2．全歯連への再加入について

（日歯連盟関係）
1．全歯連、全国歯、日歯連盟役員との会
合について

（全国歯関係）
1．会計関係
（１）平成19年度歳入歳出予算主要項目説明
2．規則、規程関係
（１）療養附加金に関する規約施行規則の一

部改正案について
（２）歯科給付に関する規約施行規則一部改

正案について
（３）被保険者の資格に関する規約施行規則

の一部改正案について
（４）職員に関する規程について
（５）諸規程について
3．委員会関係
（１）規則等検討委員会報告について
（２）国保基本問題検討臨時委員会報告について
4．その他
（１）30周年記念式典について
（２）会計検査院による実地検査について
（３）香川県支部訪問について

（４）嘱託職員の再雇用について
（５）平成19年度会議開催予定表について
（６）平成18年度対前年度月別被保険者数及

び伸率
（７）平成18年度療養給付費の状況
（８）平成18年度節目健診の受診状況について
（９）平成19年度回線使用料について

〔質疑応答の要旨〕
Ｑ　（山梨・三塚議員）全歯連への再加入す
るということだが、２年前に脱会する際も
理由がよく解らなくて質問したが、脱会か
ら今回加入を決定するまでの経緯を説明し
て欲しい。

Ａ　全歯連の設立の趣旨である、歯科医師国
保の一本化ということが、全国歯の設立以
後進展しないということで脱会したが、医
療制度改革の中で保険者の再編・統合とい
うことが大きな柱になっている。医療保険
制度が始まって以来の大改革の流れの中
で、同種・同業の国保組合としての特性を
いかした国保組合が将来とも存続し、健全
に発展して行くためには、大同団結して行
く必要がある。そうした趣旨から再加入を
決断した。

Ｑ　（長野・滝沢議員）選挙について、３種家
族に働きかけは効果があるのでは。

滝沢議員

Ａ　大きな力を借りなければならないが、違
反にならない範囲で浸透を図りたい。

Ｑ　（富山・山㟢議員）今後も除名が増えて
いくと思われるが、未納の分はどう対応し
たらよいか。
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山㟢議員

Ａ　保険料の未納分が６ヵ月になり除名に
なった場合は、６ヵ月前に遡って除名とな
るので、支部の負担分は生じないが、滞納
が６ヵ月経過した後も支部が立て替えてた
後に除名となった場合は、その立て替え分
は支部の負担となる。また、組合員の代理
人の弁護士が対応したケースも出てきてい
るので、除名基準を制定した。延長・減免
については基準の正当な理由に該当する場
合に適用する。

閉会の辞　　一志副理事長

大変、建設的なご意見を賜りました。３議
案、協議事項、報告等をご承認いただきまし
て有難うございます。制度改革の嵐の中、前
を見据えながら、役職員、誠心誠意会務機能
を発揮したいと思います。どうぞより一層の
ご協力ご理解をお願い申し上げ、第59回通常
組合会を終了いたします。本日は有難うござ
いました。

一志副理事長
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国保基本問題検討臨時委員会（大久保雅男
委員長）は平成18年９月13日に、また規則等
検討委員会（永冨稔委員長）は平成18年10月
11日にそれぞれ最終答申を金山理事長に提出
した。
平成17年９月に国保基本問題、同10月に規
則等の各委員会に諮問されていたが、検討中
に医療制度改革の内容が明らかになり、平成
18年６月には「医療制度改革法」が成立する
など、医療保険を取り巻く環境は急に慌ただ
しくなった。
そのために、両委員会は検討のスピードを
上げ、最終答申の時期を予定より大幅に繰り
上げたものである。
国保基本問題では、平成18年５月に第一次
答申として①給付割合について、②附加給付
について、③傷病手当金について、④保健事
業の見直しについての４項目について取りま
とめていたが、第二次答申では、①保険料の
賦課方法の見直しについて、②歯科給付制限
の見直しについて、③カード保険証の検証に
ついて、④医療制度改革についての４項目に

ついて取りまとめ答申した。
国保基本問題からの８項目にわたる答申の
うち、給付割合など６項目については、答申
どおりの内容で理事会、組合会の承認を得て
実施されることになった。
医療制度改革への全国歯の対応についても
同委員会の答申に沿った方向で常務会、理事
会で検討しているところである。また、保険
料の賦課方法の見直しでは、答申の試案を基
に検討を進めているが、執行部では医療制度
改革により新たに必要となる財源及び医療制
度改革に伴う医療給付費の動向、組合員の保
険収入の動向等を検証しながら慎重に対応し
たいとしている。
一方、規則等検討委員会は、個人情報保護
法の施行、高年齢者雇用安定法の施行等に加
え、除名問題では組合員の代理人の弁護士に
よる対応があり、また被保険者の資格問題で
は行政の指導等があり当組合の諸規則の整備
が急がれていた。
同委員会では諮問事項の内、特に制定が急
がれていた①個人情報保護に関する規程、②

職員等傷害保険規程
については、平成18
年１月に第一次答申
に取りまとめて提出
していた。
平成18年10月11日
に提出した第二次答
申では①職員に関す
る規程、②除名基準、
③役員報酬委員会規

委 員 会 報 告

両委員会から最終答申を提出

国保基本問題検討臨時委員会

　　　　　規則等検討委員会　　　　　

委 員 会 報 告

両委員会から最終答申を提出

国保基本問題検討臨時委員会

　　　　　規則等検討委員会　　　　　

規則等検討委員会委員と職員
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程、④役員報酬・退職慰労金規程、⑤旅費規
程、⑥役員弔慰規程、⑦診療報酬明細書開示
規程及び開示に係る事務取扱要領の７規則案
について取りまとめ答申した。
これを受けて執行部では、常務会、理事会
で協議を重ね、規則及び規程については平成
19年２月21日（水）開催の第３回理事会で承
認され、また規約については平成19年３月20
日（火）開催の第59回通常組合会で可決承認
され、平成19年度より施行されることになっ
た。

永冨稔委員長

国保基本問題検討臨時委員会委員名簿
役 職 氏　　　名 支　部

委 員 長 大 久 保 雅 男 福　井

副委員長 亀 田 任 弘 香　川

委 員 池 谷　 剛 山　梨

委 員 恒 石 定 男 高　知

委 員 又 吉 達 雄 沖　縄

委 員 横 山 靖 夫 岐　阜

委 員 今 井　 博 新　潟

大久保雅男委員長

規則等検討委員会委員名簿
役 職 氏　　　名 支　部

委 員 長 永 冨　 稔 山　口

副委員長 佐 藤 昭 雄 新　潟

委 員 阿 部 哲 夫 栃　木

委 員 白 石　 宣 滋　賀

委 員 恒 松 研 二 島　根

委 員 横 山 靖 夫 岐　阜

委 員 今 井　 博 新　潟

国保基本問題検討臨時委員会 委員国保基本問題検討臨時委員会 委員



全国歯科医師国保組合報

19

平成19年２月24日（土）午後１時から、東
京八重洲ホールで、支部役員・職員研修会を
開催、本部関係では役員３名、職員９名の総
数59名の参加であった。
支部役員を含めた研修会は、平成12年度に
介護保険制度が導入された時に開催して以来
の開催である。今回の開催は、平成18年６月
に成立した「医療制度改革法」は、これまで
行なわれた医療制度改革の中でも、昭和36年
の国民皆保険制度の創設に匹敵する最大級の
改革と言える。医療保険制度に医療費適正化
計画という仕組みを導入するとともに、新た
な高齢者医療制度の創設、特定健診・保健指
導の保険者への義務化等、制度体系を大きく
改革したものである。さらに医療提供体制、
介護保険制度、健康増進法等の改革も併せて
行なっている大改革である。
これは、全国歯など国保組合にとっては、
医療制度改革に伴う新たな財源措置、制度改
革に伴うシステム開発、特定健診・保健指導
の実施等大きな影響を受けるものである。
特に、特定健診・保健指導では、都道府県
を軸に進められる方向になってきていること
から、支部の果たす役割が大きくなることが

予測される中、医療制度改革に関する情報の
支部と本部の共有化を図る必要があることか
ら開催されたものである。
研修会は、横山副理事
長の開会の辞に始まり、
金山理事長が挨拶の中で
医療制度改革の概要につ
いて述べた。続いて今井
専務理事が「医療制度改
革について（国保組合関
係）」を説明した後に、
制度改革に対して全国歯
の対応について「医療制
度改革と全国歯の取り組
み」と題して説明を行なっ
た。

◆新たな高齢者医療制度へ
の対応
後期高齢者医療制度の被保険者となる組合
員も全国歯の組合員資格を維持でき、組合員
の家族、従業員の被保険者資格も維持する。
後期高齢者組合員の保険料は月額約6,000円
（暫定値）を軸に検討中である。保険給付は
できないが、それに代わるものとして保健事
業で傷害見舞金及び死亡見舞金を支給する。
◆財政的影響
後期高齢者医療支援金及び前期高齢者医療
財政調整金と現行の老健拠出金を相殺した新
たな財政として約７億円、後期高齢者の保険
料が入らなくなる分が約３億円あり、その他
制度改革によるシステム開発費等で約10億円
強の財源が必要となる。

研 修 会

支部役員・職員研修会を開催

日　時　平成 19 年２月 24 日（土）

場　所　東 京 八 重 洲 ホ ー ル

研 修 会

支部役員・職員研修会を開催

日　時　平成 19 年２月 24 日（土）

場　所　東 京 八 重 洲 ホ ー ル

横山副理事長

金山理事長
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◆保険料の徴収方法
支援金及び財政調整金に充てる保険料は、
医療給付費保険料と別建てとして徴収し、前
者を特定保険料、後者を基本保険料とするた
めに、介護納付金保険料と３本建てとなる。
◆特定健診・保健指導
特定健診・保健指導が保険者に義務化され
たが、当初厚労省から示された「標準的な健
診・保健指導プログラム（暫定版）」が健診・
保健指導の円滑な実施方策に関する検討会で
見直しの検討が行なわれており、大分明らか
になってきたが、健診・指導の委託体制等は
依然はっきりしていない。また特定健診・保
健指導のデータ管理システムは、開発に必要
な経費として国保連合会等に35.5億円、健保
組合等に23.2億円が付けられることになった
ので、全国歯は国保連合会のシステムを利用
するようになる可能性が出ている。健診・保
健指導の実施は、都道府県単位で健診機構の
ような機関ができそうである。この健診・保
健指導の５年後の評価により、後期高齢者医
療の支援金＋−10％の範囲で加算・減算を行
なう。

岡村職員（新潟県）

医療制度改革に伴う全国歯の対応としては
給付割合の見直しによる、全国歯のメリット
が薄くなる対策として、療養附加金の創設、
傷病手当金の見直し、歯科給付制限の見直し
を実施する他、新たに必要になる財源措置と
して保険料の賦課方法の見直しを検討してい
る。制度改革に対応する全国歯の体制整備で
は、特に今回の医療制度改革では都道府県を
軸として推進するものがあり、特定健診・保
健指導は都道府県及び保険者協議会、国保連
合会との関わり方が重要になる中、健診機構
が都道府県ごとに構築される動きもあり、今
後、新しい仕組みに対応するために支部の機
能の拡充及び支部との協力・連携体制の整備
が必要になる。
この後、事務局
から医療制度改革
と事務局の対応と
して、①療養附加
金について（円谷
職員）、②70歳未満
の者の入院に係る高
額療養費の現物給付化について（岡田職員）、
③歯科給付制限の見直しと歯科診療承認申請
について（神田職員）、④特別保健事業費に
ついて（北島職員）の説明があり、その後、
質疑応答があり、最後に横山副理事長の閉会
の辞で研修会を終えた。

中屋敷支部常務（岩手県）
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　 　 お 知 ら せ

平成19年度にこう変わります

組合員の給付割合 平成19年８月１日より組合員の給付割合が８割給
付から７割給付となります。

（平成19年８月１日より）
〔７割給付とする理由〕
・平成14年に健康保険法等が改正され、保険者間
での給付の統一化（７割給付）がなされ、国民
健康保険法の改正により同法第42条に、療養の
給付を受ける場合の一部負担金は10分の３と定
められている。
・国保組合の給付割合の状況は、７割給付を実施し
ていない組合も順次見直しを図っており、平成
19年度中に７割に移行する準備を進めている。
・健保組合などには国庫補助がなく、また政管健
保より高い国庫補助金を受けていながら患者負
担が少ないのは公平でないとの批判がある。
・医療制度改革に伴い保険給付の内容・範囲の見
直しがある。

８割給付 ７割給付

現役並み所得者で70歳以上の　　
高齢者の給付割合

医療制度改革に伴い、現役並み所得者で70歳以上
の高齢者の給付割合が平成18年10月１日より７割給
付に改正されたが、当組合は保険証の更新時まで特
例措置で８割給付としてきたが、平成19年８月１日
より保険証を更新するので、それに合わせて７割給
付に改正します。

（平成19年８月１日より）

８割給付 ７割給付

高額療養費 70歳未満の被保険者等の入院に係る高額療養費に
ついて、現行の70歳以上の取扱いに合わせ現物給付
化し、一医療機関ごとの窓口での支払いを自己負担
限度額までの支払いで済むようにした。

（平成19年４月１日より、新規）

歯科給付 指導料を給付対象とする。
また、歯科診療承認申請の方法の簡素化を図る。

（平成19年４月１日より）
指導料を給付
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傷病手当金 傷病手当金の支給要因について、組合員が連続し
て10日以上入院した場合に申請により支給するを連
続して５日以上入院した場合に緩和した。

組合員が連続して10日以上入院した場合
▼

組合員が連続して５日以上入院した場合
（平成19年４月１日より）

８割給付⇨７割給付

療養附加金 組合員が療養のために保険医療機関に一部負担金
を支払った時は、申請により療養附加金を支給する。
年間一括申請のため、平成20年12月頃集計結果を
お知らせし、平成21年２月頃申請して頂く予定。

（平成19年８月１日より、新規）

８割給付⇨７割給付

被保険者証（保険証） 全国歯の被保険者証（保険証）の有効期限が平成
19年７月31日で終了することから、８月１日以降使
用する保険証を更新します。
保険証は現在使用と同じカード型保険証で、一人
一枚交付されます。カード型保険証には普通保険証
とクレジット機能付き保険証の二種類あります。

裏表紙参照

（平成19年８月１日更新）
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　 　 お 知 ら せ

新たな高齢者医療制度が創設されます

　□後期高齢者医療制度
　75歳以上の後期高齢者については、その心身や生活実態を踏まえ、平成20年度
に独立した医療制度が創設されます。
　運営については、保険料徴収は市町村が行ないますが、財政運営は都道府県を
単位とした全市町村が加入する広域連合が行ないます。

①被保険者
　被保険者は、広域連合の区域内に住所を有する75歳以上の人及び65歳から74歳の寝た
きり等の人とされています。これは、現行の老人保健制度における老人医療対象者と同
じです。

②保険給付
　現行の医療保険制度と同様、現物給付（医療サービスの提供等）及び現金給付（高額
医療費の支給等）を行ないます。
また、高齢者の心身の特性等にふさわしい医療が提供できるよう、新たな診療報酬体系
が作られます。
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　□前期高齢者の医療財政調整
　65歳から74歳までの前期高齢者については、国保・被用者保険といった従来の
制度に加入したままで、その偏在による国保・被用者保険間の医療費負担の不均
衡を各保険者の加入者数に応じて調整する仕組みが創設されます。この具体的な
調整の事務は社会保険診療報酬支払基金が行ないます。

①財政調整の方法
　各保険者の０歳から74歳の加入者数に応じて負担することが基本となります。各保険
者における前期高齢者の加入率は、全国平均では12％となっています。市町村国保は
28％、政管健保は５％、健保組合は２％となっています。全国歯は4.15％となっています。
　財政調整の方法は、全国平均を上回る場合には、調整金を受給し、下回る場合には調
整金を拠出することになります。

②患者負担
　70歳から74歳の患者負担は平成20年４月から２割負担となります。また、高額療養費
の自己負担限度額も引き上げられます。なお、現役並み所得者は３割負担で変わりませ
ん。
　後期高齢者の同様の高額医療・高額介護合算制度も設けられます。
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　 　 お 知 ら せ

○　75歳以上の後期高齢者は、平成20年度から後期高齢者医療制度に移行しますが、後期
高齢者医療制度の被保険者については、国保組合の健全な運営に寄与する者であり、引
き続き全国歯の組合員として資格を維持できます。

○　組合員が後期高齢者医療制度の被保険者になっても、組合員の世帯に属する者の被保
険者資格に変動は生じません。

　後期高齢者医療制度の被保険者となる組合員については、組合員の資格を維持できるこ
ととなり、全国歯では保険料や保健事業等について下記の要領で組合員として全国歯の組
合員の資格を維持して頂く方向で検討しています。

後期高齢者医療制度の
被保険者である組合員

後期高齢者組合員の保険料

・後期高齢者の組合員資格を維持する。
・組合員の世帯に属する者の被保険者
資格に変動は生じません。

・組合員の種別は後期高齢者組合員（仮
称）とします。

・医療給付保険料は後期高齢者医療制
度に支払いますが、全国歯の組合員
としても応分の保険料を納付。

後期高齢者組合員の
保険給付

後期高齢者組合員の
保健事業

・組合員には、基本的には被保険者で
ないので、保険給付はできませんが、
保健事業としての支給はできます。

・組合員の家族、従業員については、
医療給付、その他全国歯で定める事
業の資格はすべてあります。

・健康づくり事業への参加
・死亡または休業の際の見舞金等
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　 　 お 知 ら せ

70歳未満の方の入院したときの
高額療養費の現物給付化
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　 　 お 願 い

適用除外申請について
「常時５人以上の従業員を使用する個人事業所」及び「法人の事業所で常時従業員を使用（常
用的）する者」は、健康保険（政管健保）及び厚生年金保険への加入が義務づけられております。
しかし、健康保険については適用除外承認申請をし、社会保険事務所の承認を受けた方のみ
国保組合への加入が認められ、国保組合の被保険者としての資格を継続することができます。
なお、厚生年金保険につきましては、国保組合の被保険者として残る場合でも適用され厚生

年金保険の加入者となります。
特に一人医師医療法人への組織替えをされた場合、対象者が理事長など役員のみであっても
適用になります。

◎常用的使用関係で被保険者になる
政府管掌健康保険適用事業所（以下「適用事業所」という。）で常用的使用関係にある人が
被保険者になります。これは法律上の雇用契約等とは関係なく、適用事業所で働き報酬を
受けるという事実上の使用関係をいいます。
試用期間中の人、パートタイマーなどについても、この事実上の使用関係があるかどうか
により被保険者として届け出るかどうか判断することになります。

◎パートタイマーの取扱い
パートタイマーが被保険者として取り扱われるかどうかは、適用事業所で常用的使用関係
にあるかどうかによって決まります。判断の目安として、①勤務時間と　②勤務日数で、
それぞれ一般従業員の４分の３以上ある場合に被保険者とするのが妥当とされています。
①勤務時間
　１日の所定労働時間が、一般従業員のおおむね
４分の３以上であれば該当します。たとえば、一
般従業員の所定労働時間が１日８時間とすると、
６時間以上が該当します。
　日によって勤務時間が変わる場合は、１週間を
ならし、所定労働時間のおよそ４分の３以上の勤
務時間があれば該当します。
【１日の所定労働時間】
	 ▼４分の３

②勤務日数
　一カ月の勤務日数が、一般従業員の所定労働日
数のおおむね４分の３以上であれば該当します。
一般従業員の１カ月の所定労働日数は、必ずしも
実出勤日数をさしていませんが、その事業所で同
じような仕事をしている従業員の所定労働日数の
おおよそ４分の３以上勤務していれば該当します。	

【１カ月の所定労働日数】
	 ▼４分の３

※４分の３は判断の目安に
所定労働時間と所定労働日数でそれぞれ４分の３以上ということは、一つの目安であっ
て、一律にこれにあてはめて機械的に判断するのではなく、就労の形態・内容を総合的
に考えて常用的使用関係にあると認められれば被保険者とされます。
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ライフメールの利用ガイド

クレジット機能付保険証を利用している組合員にはライフメールサービスが
あります。ご登録は次のアドレスからお願いします。

http://www.nicoslms.jp/（携帯電話またはPC）
当組合のホームページからでもご登録できます。是非ご利用下さい。
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